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令和４年度交付対象事業の募集について（案） 

 

 

● 令和４年度募集を行う上での基本方針 

令和４年度の助成事業については、資料３別紙に掲げる事業について募集を行う。 

なお、スポーツ振興くじ助成については、「スポーツ振興投票の収益による助成の基本方針（平

成１３年１１月５日文部科学大臣決定）」、「スポーツ振興投票収益からの今後の助成の在り方に関

する議論のまとめ（平成２０年１０月２８日中央教育審議会 スポーツ・青少年分科会 スポーツ

振興投票特別委員会決定）」、「スポーツ立国戦略（平成２２年８月２６日文部科学大臣決定）」、「ス

ポーツ基本法（平成２３年８月２４日施行）」及び「第２期スポーツ基本計画（平成２９年３月２

４日策定）」を踏まえたものとする。 

 
 
● 令和４年度募集の主な見直し内容 

スポーツ振興くじ助成、スポーツ振興基金助成、競技強化支援事業助成（共通） 

 ○助成対象経費の基準の変更 

（新型コロナウイルス感染症の拡大防止を踏まえた対応）  

見直し内容 スポーツイベントや総合型地域スポーツクラブの実施に当たり、新型コロナ

ウイルス感染症の拡大防止対策を行うために直接必要となる経費を助成対象

（助成事業に係るすべての助成対象経費の合計額に１０％を乗じた額までが

対象）とする。（令和３年度募集と同様） 

見直し理由 新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図りつつ、助成事業の安全・安心

な開催に資するため。 

 

 

スポーツ振興くじ助成 

１．地域スポーツ施設整備助成 

（１）スポーツ施設等整備事業 

○助成対象事業の拡充（法改正及びニーズを踏まえた対応） ※要領改正 

見直し内容 スポーツ競技施設等の整備（助成金限度額２，０００万円）及びスポーツ

競技施設の大規模改修等（助成金限度額１億円）において、屋内競技施設の

空調設備の整備事業を助成対象とする。 

見直し理由 気候変動の影響等により記録的な猛暑が続く中、熱中症死亡事故へのリス

クが高まっていることに伴い、助成団体からの要望が増加しているため。 
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２．総合型地域スポーツクラブ活動助成 

（１）クラブアドバイザー配置事業 

○助成対象事業の拡充（スポーツ庁からの要請） ※要綱及び要領改正 

見直し内容 助成対象となる事業に、「助成対象者が総合型クラブの自立的な運営の促進

に向けた支援を担う中間支援組織に係る業務を行う者を配置する事業」を追

加する。 

※これに伴い事業名も「クラブアドバイザー等配置事業」に変更する。 

見直し理由 令和４年度から中間支援組織が主体となり総合型クラブの自立的な運営を

促進する事業が開始されることに伴い、当該事業を支援することで、総合型

クラブの質的な充実を促進するため。 

 

 

３．スポーツ団体スポーツ活動助成 

（１）ドーピング検査推進事業（ドーピング防止啓発活動推進事業） 

○助成対象事業の要件の見直し（ニーズを踏まえた対応） ※要領改正 

見直し内容 助成対象事業の要件を次のとおり変更する。 

【令和３年度募集】 

助成対象経費の合計額が４０万円以上のものであること。 

【令和４年度募集】 

（削除） 

見直し理由 令和２年度から、ＪＡＤＡによるアスリート向けアンチ・ドーピング学習

システム（アンチ・ドーピングｅラーニング「ＦＡＩＲ ＰＲＩＤＥ」）が開

始されたことや、新型コロナウイルス感染症拡大でオンラインによる研修会

等の実施が増加していることから、中央競技団体（ＮＦ）におけるアンチ・

ドーピング講習・研修に係る経費が減少することが見込まれ、ＮＦからの要

望が増加しているため。 

 

 

（２）スポーツ指導者海外研修事業（若手スポーツ指導者長期在外研修） 

○助成対象者の拡充（想定されるニーズを踏まえた対応） ※要綱及び要領改正 

見直し内容 助成対象者として、公益財団法人日本パラスポーツ協会（ＪＰＳＡ）及び

法人格を有するＪＰＳＡ又はＪＰＣ加盟団体を追加する。 

見直し理由 パラスポーツにおいても、若手スポーツ指導者長期在外研修に対する要望

が予想されるため。 
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（３）組織基盤強化事業（国際交流推進スタッフ育成事業）  

○助成対象者の拡充（想定されるニーズを踏まえた対応） ※要綱改正 

見直し内容 助成対象者として、法人格を有するＪＰＳＡ又はＪＰＣ加盟競技団体を追

加する。 

見直し理由 パラスポーツにおいても、国際交流推進スタッフ育成事業に対する要望が

予想されるため。 

 

 

（４）大学スポーツ活動推進事業  

○助成期間の延長及び助成限度額の変更（スポーツ庁からの要請）  

※要領改正 

見直し内容 本助成は、令和元年度から令和３年度までの３年間を助成期間としていた

が、その助成期間を令和５年度まで（２年間）延長する。 

ただし、助成限度額は以下のとおり変更する。 

 【令和３年度募集】 

  助成対象経費の合計額の限度額：１億２，５００万円 

  （助成金の限度額：１億円） 

【令和４年度募集】 

助成対象経費の合計額の限度額：１億円 

（助成金の限度額：８，０００万円） 

【令和５年度募集】 

助成対象経費の合計額の限度額：７，５００万円 

（助成金の限度額：６，０００万円） 

見直し理由 本助成は、スポーツ庁からの要請により、「一般社団法人大学スポーツ協会

が行う事業が軌道に乗るまでの期間において支援する」として、令和３年度

までの３年間を助成期間としていたが、その間、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響を受け、予定していた事業が十分に実施できなかったため。ただ

し、助成金の限度額については、自立した法人運営を促すため、段階的に引

き下げるものとする。 
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（５）スポーツ国際貢献・協力活動事業 

○助成メニューの新設(法改正及び想定されるニーズを踏まえた対応）  

※要綱及び要領改正 

見直し内容 スポーツを通じた国際貢献や国際協力を行うことにより、世界の国々に対

してスポーツの価値を広め、各国との信頼関係を醸成するための事業（公益

財団法人日本オリンピック委員会又は公益財団法人日本パラスポーツ協会が

加盟競技団体と連携し、海外の選手等を招聘し、技術指導や講習等を実施す

る事業や日本と各国との間で締結されたスポーツに関する協力覚書に基づ

き、諸事業を実施する事業）を新たに助成対象とする。 

見直し理由 スポーツを通じた国際貢献や国際交流活動は、東京オリンピック・パラリ

ンピック競技大会に向けて官民協力で取り組んできたが、同競技大会終了後

においても、各国との信頼関係を醸成するために引き続き取り組む必要があ

るため。 

 

 


